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あらまし：フューチャースクールや学びのイノベーションの実証実験を基に実現可能な ICT 環境構築の

の要点を抽出して，教員養成学部に ICT 環境を整えた．連携環境に焦点を当てた実験授業を行いクラウ

ドなどを活用して協働教育なども展望できることを示した．また ICT 支援員の養成を行い被災地の ICT

支援を行う中で得られた課題などを整理した． 
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1. はじめに 

フューチャースクールや学びのイノベーションで

学校教育に向けた ICT利用教育の実証試験が行われ，

ICT 利用教育の効果の検証や課題抽出を行われてい

る．この実証試験の前提となっているネットワーク

環境や支援ソフト及び支援員が存在しない一般の教

育現場では，ICT 利用教育はどこまで実現可能でど

のような効果が期待できるのかという見通しを持つ

ことは，ICT 利用教育を展望する上で鍵になる．そ

こで実証実験で得られた知見を基に，多くのコスト

を必要とする連携環境に焦点を当てて，一般の教育

現場でも実現可能な環境をどのように構成して行け

ば良いかを探ることにした．そのため教員養成充実

経費 1)の一部を教員養成のための ICT 環境の整備に

振り分ける機会を利用して連携環境も構成した．そ

して協働教育の実験授業などを行い，ICT 利用教育

を行う上での知見や課題をまとめることにした．ま

た ICT 支援員を養成して，学生支援員による被災地

の ICT 支援を行うことにした．  

 

2. ICT環境構築の現実解 

2.1 環境整備の方針 

一般の教育現場で連携環境のためのネットワーク

が構成できる要件は，コスト削減と管理の簡素化で

あると判断した．さらにアカウント管理の煩わしさ

を避けるためタブレットにはアカウントを持たせず，

無線接続は圏内でタブレットの自動接続を利用する

だけの場合を想定した．これによるとローミングや

アクティブディレクトリなどが不要となるためネッ

トワーク環境は大幅に簡略化することができ，ICT

導入の現実解に近づく． 

実証実験で行われた協働教育の授業内容には模造

紙機能の利用が多く，画像の相互転送とファイル共

有，オブジェクトの自由配置とその共同編集が望ま

しい要件であった．これらの機能を備えたアプリケ

ーションソフトはいくつか市販されているが，その

多くはサーバー・クライアント型であり一般の教育

現場では導入負荷が大きい．このため簡易に作成す

る連携環境として，タブレットで画像およびテキス

トから成るノートを編集することができ，IWB で集

約して，そのノートを自由に配置してカテゴリ別に

分類できること，の 3 要素を満たす連携環境を構築

することにした．タブレットで作成したノートを収

集・分類する機能を満たすものとして IWB のコラボ

モードまたは単に共有フォルダのアイコンの自由配

置の環境 2)，タブレットには対応するアプリ 3)を利

用した．また IWB画面をリアルタイムにタブレット

に画像転送する環境も整えた 4)．そして複数のパブ

リック・クラウドを利用できるようにして，リアル

タイムにノートを共同編集できる環境にも対応した．

また無線エリア内に入ればクラウドが同期すること

から，家庭からの提出物を自動収集する環境にも対

応できるため，IWB-PC には Webおよびプライベー

ト・クラウドサーバーをインストールした．このよ

うにファイル共有機能の多重化を図ることによって，

多様なメディアにも対応することができ授業の円滑

な運用も図れる．そして何よりも簡易に ICT を使っ

て楽しく効果的に学べなければならない．構成した

連携環境の要件をまとめると以下のようになる． 

(1) IWB を教室内サーバにする 

(2) 教室内でのアカウントは不要 

(3) 学校にサーバーを置かない 

(4) 自宅学習の収集は学校の無線圏内に入った

時，自動同期 

(5) タブレットで作成したノートを IWB に収集

しカテゴリ分けできる機能 

(6) 簡易な操作で学びの新鮮さ，楽しさを保証 

学部に導入した IWB は 4台，タブレットは複数の

OS で 20 台，デジタル教科書として小学校国語、書

写、算数を全学年，社会、理科、英語、家庭を該当
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学年分揃えた．さらに中学校数学と科学のデジタル

教科書を全学年分揃えた．  

2.2 ICT支援員研修の方針 

実証実験によるとデジタルコンテンツの利用はデ

ジタル教科書の使用が圧倒的に多い．そしてデジタ

ル教材のオールインワン化が求められている．その

一方でデジタル教科書の内容は平均的な学力のやや

下位を対象としたつくりになっているため，発展的

で創造的な興味を持たす授業を行うためには，教師

がより質の高い内容のコンテンツを教育ニーズに合

わせてアレンジまたは作成できる必要がある．そこ

で ICT 支援員の研修は(1) IWB 操作法，(2) IWB-PC

のサーバーインストールと設定，(3) PowerPoint，

d-book
5)，Processing を用いたシミュレーション教材

作成およびタブレットのアプリ開発を行うことを目

標にした．これらの研修を研修希望者に不定期に行

うとともに，高校情報や小学校理科 Bそして情報基

礎や情報工学などいくつかの授業でできるだけ ICT

利用を行うようにして，支援員以外へも ICT 活用す

る機会の拡大に努めた． 

 

3. ICT利用授業 

教員養成学部で ICT 利用の実験授業を行い、ICT

環境と利用効果の評価を行った．実験授業を IWB と

タブレットとの連携の形態に絞り，連携教育で知識

の共有，学習効果，運用上の課題などを評価した．

対象は小学校教員養成課程の 2年次生 20人の 4クラ

スで 90分の授業である． 

主な授業内容は手作り電池と経路マップによる植

物図鑑の作成である．このうち手作り電池では電池

の仕組みを効率的に学ぶために，各班で異なる電池

を作成して特性を調べ Evernote にまとめ IWB で発

表して，手づくり電池の全体像を共有する試みを行

った．経路マップによる植物図鑑作成の授業では，

タブレットを持って花の写真とコメントを記録し，

ファイル共有して植物の分類と花の名前と仕組みに

ついて IWB で発表して共通知識とすることを目的

とした．実験授業はスムーズに運用することができ

当初の目的をほぼ達成することができた．ICT を使

った授業提案や感想を求めたアンケートの結果を簡

単に以下にまとめた． 

(1) IWB の操作には支援員サポートが初回に必

要 

(2) IWB でノート共有は必須  

(3) 限られた時間内で限定的ではあるが生きた

知識を得ることができた  

(4) ノートをまとめて知識を集約する場面が

IWB を利用する要点  

(5) ICT を道具として使い利用法の発想を促す機

会となった  

(6) 共有ノートの同期は思考を止めないために

即時性が重要  

(7) 不得意科目は ICT に頼るかもしれない 

これらの結果から学生が ICT利用教育の可能性と

特質を的確に把握していることがわかる．従って教

員養成学部ではできるだけ早い段階で学生に ICT利

用の教育経験を積む機会を与えて，独創的な発想や

使い方などを触発する必要があることを示している． 
 

4. 大槌町への ICT 支援員派遣 

文科省の「学びを通じた被災地の地域コミュニテ

ィ再生支援事業」6)によって大槌町から岩手大学お

よび岩手県教育センターに ICT支援の再委託を受け，

岩手大学からは ICT 支援員学生の派遣を行った．再

委託の内容は ICT 支援員の養成，派遣による ICT 支

援，TV 会議での授業参観，コンテンツやアプリの

開発から成る．対象地域は遠隔になるため，毎週月

曜日に数名が出向し ICT操作支援やアプリ開発を行

った． 

授業での ICT 操作および管理支援の他に，依頼を

受けた事項として IWB の設定作業とクラウドなど

のインストール，そして教材作成として避難経路マ

ップの作成がある．シミュレーションやタブレット

のアプリ作成の機会はなかったが，学生支援員はこ

れらの要請に応えることができ，大学における支援

員研修の内容、方法ともほぼ適切であったと言える．

派遣先からは顔なじみの支援員がいるので相談しや

すいとのコメントもあり，比較的少人数で継続する

ことも重要な活動形態であった．支援員を継続して

派遣する体制を作るためには，支援員の拡大に取り

組み学年毎のスムーズな引き継ぎを行う必要がある．

そして支援内容では，アプリを開発する能力を高め

るとともに，教科内容の支援依頼も受けられるよう

な支援活動の深化と信頼関係の強化を図っていく必

要がある． 
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